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１ 市の概要 

(1) 沿革 

本市では、古くから人々の生活が営まれ６，０００年前の遺跡が確認さ

れているほか、１，２００年前に編纂された万葉集の中にも『手綱の浜の

歌』が詠まれ、高（多珂・多賀）国の行政機関が置かれるなど長い歴史と

伝統が培われてきている。また、江戸時代には現在の秋田県仙北市（旧角

館町）から移された戸沢氏が松岡城を築き、その後水戸藩の付家老中山氏

の城下町として明治維新を迎え、松岡藩から松岡県を経て茨城県に属する

こととなった。 

明治以降は、郡役所、税務署、営林署、警察署などが設置され多賀郡の

中心地としての役割を担ってきた。 

明治３０年には常磐線が開通し、石炭産業のまちとして、また、古くか

ら続いてきた木材や馬の産地として経済の発展を見せた。 

 こうした中で、昭和２９年１１月２３日に高萩町、松岡町、高岡村の２

町１村と黒前村及び櫛形村の一部が合併して高萩市が誕生した。 

昭和３０年代の中ごろからエネルギー革命が進む中で、基幹産業であっ

た石炭産業が次第に衰退し、昭和４２年には石炭産業のまちとしての歴史

が閉じられた。 

炭鉱閉山後には、松久保、手綱・手綱Ｂ工業団地へ企業誘致を進めると

ともに、昭和４５年の花貫ダムの着工、昭和４８年の上水道の供用開始な

ど、生活基盤の基礎条件を整備しながら、産業都市へと発展してきた。 

平成７年の国勢調査では、人口３５，０００人を超え市制施行以来最 

大の人口となったが、その後の社会経済情勢の変化により、人口の高齢化

と少子化、地方分権、高度情報化など新しい課題も生じている。 

また、平成２３年３月に発生した東日本大震災によって、当市も甚大な  

被害を受け市民生活に深刻な影響を及ぼした。その後は震災からの復旧を

第一に取り組み、本庁舎再建についても国の復興交付金を受け、旧本庁舎

と同じ敷地に建て替えを進め、平成２９年９月に竣工した。 

昭和４７年に高萩市総合計画を策定して以来、第５次高萩市総合計画ま

で社会情勢の変化に対応した計画を進めてきたが、令和３年度から始動し

た第６次高萩市総合計画においては、目指す将来都市像を「地域力が笑顔

を育むまち 高萩 ～みんなが豊かさを実感できるまちを目指して～」と定

め、「市民主役のまちづくり」を基本理念とし、総合計画に掲げる６つの

基本政策を柱として、市民の意見を反映させながら各施策を推進している。 
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(2) 市の位置 

高萩市は、茨城県の北東部に位置し、東は太平洋に面し、西には阿武隈

山系南端の多賀山地が連なっている。 

市の北部は福島県東白川郡塙町と茨城県北茨城市、南部は日立市、西部

は常陸太田市に接している。 

東京から１５０ｋｍ圏、県庁所在地の水戸市から約４５ｋｍに位置し、

ＪＲ常磐線東京駅から約１時間５０分、常磐自動車道三郷ＩＣから約１時

間３０分の距離にある。 

 

(3) 市の面積 

１９３．５５ｋｍ２ 

東西１７.６ｋｍ、南北２０.０ｋｍと県土の約３．２％を占めている。 

市域の約８５％は山林原野等で、耕地面積は１，０４０ｈａとなってい

る。 

 

(4) 市の気候 

気候は、東日本型気候に属し、太平洋に面しているため、県内の内陸部

に比べると冬は温暖で夏は涼しくなっている。なお、山間部は海抜３００

ｍから５００ｍという地形条件のため、海岸部より年平均気温約２度程度

低い内陸性気候を示している。 

 

(5) 人口と世帯 

（単位：人・世帯） 

区  分 人   口 世 帯 数 備   考 

昭和２９年 ３１，７８５ ６，４９７ 市制施行 

  ４０ ３２，４９７ ７，６２６ 国勢調査 

  ５０ ３０，９８２ ８，５２６ 〃 

  ６０ ３３，９６８ １０，１０５ 〃 

平成 ７ ３５，６０４ １１，４３５ 〃 

  １２ ３４，６０２ １１，８２０ 〃 

  １７ ３２，９３２ １１，７２１ 〃 

２２ ３０，５９２ １１，６７６ 〃 

２７ ２９，６３８ １１，７５１ 〃 

令和 ２ ２７，６９９ １１，６０８ 〃 

   ５ ２６，４４２ １１，５１４ 4/1常住人口 
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(6) 産業別就業人口（令和２年国勢調査） 

区   分 就業者数 構 成 比 

第 １ 次 産 業 ３７９人 ２．９％ 

第 ２ 次 産 業 ５，０１３人 ３８．９％ 

第 ３ 次 産 業 ７，５０１人 ５８．２％ 

計 １２，８９３人 １００．０％ 
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２ 議会の概要 

 

(1) 議員の定数 

 

条 例 定 数 現  員  数 

１４人  １２人  

 

(2) 議員の任期 

令和５年１１月２２日 

  

(3) 委員会構成 

ア 常任委員会 

委 員 会 名  定   数 任   期 

総 務 産 業 ７人 
   ２年 

文 教 厚 生 ７人 

 

  イ 議会運営委員会 

定   数 任   期 

   ６人    ２年 

 

  ウ 特別委員会 

委 員 会 名  摘     要 

予 算 

特別委員会 

例年、当初予算の審査に当たり議長を

除く議員で構成する特別委員会を設置

している。 

決 算 

特別委員会 

例年、決算の審査に当たり議長及び議

員選任の監査委員を除く議員で構成す

る特別委員会を設置している。 

 

(4) 協議又は調整を行うための場 

 ア 議会全員協議会 

 イ 議会広報委員会 

 ウ 議会災害対策支援本部 
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(5) 議員報酬等 

 ア 議員報酬 

区   分 月   額 

議  長 455,000円 

副議長 395,000円 

議  員 375,000円 

 

イ 期末手当 

６ 月 １２ 月 計 

1.575か月 1.575か月 3.15か月 

（加算率 1.15）    

 

ウ 【参考】特別職の給料（※減額措置後） 

区   分 月   額 

市   長 760,500円 

副 市 長 653,300円 

教 育 長 609,600円 

 

(6) 交際費（議長及び市長） 

区   分 金   額 

議  長 700,000円 

市  長 1,400,000円 

 

(7) 政務活動費 

議員に対し月額１０，０００円を交付する。 

 

(8) 費用弁償 

区   分 金   額 

５ｋｍ未満 1,000円 

５ｋｍ以上 1,250円 

 

(9) 行政視察旅費 

区   分 金   額 

各常任委員会 

議会運営委員会 
1人 100,000円以内 
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３ 議会の運営等 
 

(1) 議会運営 

招集日の９日前に議会運営委員会を開催し、定例会（臨時会）の議会運

営について審査する。（議事日程、請願・陳情書付託、委員会付託省略、

委員会付託、会期中の日程、会期） 

   議案は、議会運営委員会終了後、招集通知とともに配付する。 

 

(2) 一般質問 

区    分 内         容 

通告制の有無 有 

通 告 時 期 
招集告示の翌々日午前８時３０分から開会３

日前の正午まで。 

通 告 方 法 
発言通告書による。質問方式、質問項目及び

要旨を記載する。 

方 式 一問一答方式・一括質問方式 併用 

発 言 時 間 質問、答弁を合わせて原則１時間以内 

発 言 回 数 一問一答方式は無し・一括質問方式は３回 

 

(3) 会議録 

ア 全ての会議において作成している。 

   イ 本会議の会議録は、録音したものを反訳委託し印刷製本しており、

議員及び執行部に配付している。 

   ウ 本会議の会議録は、議会ホームページから閲覧・検索できる。 

   エ 委員会の会議録は、録音したものを職員が作成している。 

 

(4) 議会報 

年５回（１、２、５、８、１１月の原則として５日）発行し、市内各世帯、

公共機関、企業に配付している。 

 

(5) インターネット配信 

本会議の映像をインターネットで配信している。（ライブ配信・録画配信） 

常任委員会・特別委員会・議会全員協議会をインターネット（ユーチュー

ブの無料サービスを利用）で配信している。（ライブ配信・録画配信） 

 

(6) コミュニティＦＭでの放送 

本会議、常任委員会、予算・決算特別委員会、議会全員協議会について、

コミュニティＦＭ放送局から生放送をしている。 

 

(7) 議会フェイスブック 

平成２７年９月より、市議会に関する情報を発信している。 
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(8) 議会用タブレット端末の導入 

令和３年３月から議会用タブレット端末を導入し、議案、会議資料等のペ

ーパーレス化による紙資源の削減、電子化された文書の検索の容易性、携帯

性を利用した議会運営の効率化、議員活動の活性化を図っている。 

 

４ 議員の構成 
 
(1) 党派別 

区   分 人   数 

自由民主党  

国民民主党 
 

日本共産党 １人 

公 明 党 ２人 

無 所 属 ９人 

そ の 他  

 

(2) 年齢層別議員数 

30歳～ 

39歳 

40歳～ 

49歳 

50歳～ 

59歳 

60歳～ 

69歳 

70歳～ 

79歳 

80歳～ 

89歳 

  ２人 ４人 ４人 ２人 

 

(3) 当選回数別議員数 

2期 3期 4期 5期 6期 7期 8期 9期 10期 11期 12期 13期 

３人 １人 ３人 １人 ２人     １人  １人 

 

５ 事務局機構 
 
(1) 職員数 

定 数 ５人 

現員数 ５人（会計年度任用職員１人含む） 

 

(2) 機構図 

 

事務局長 ― 事務局次長 ― 総務・議事グループ（３人） 
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６ 市の機構 
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７ 令和５年度一般会計予算 

(1) 歳 入                            （単位：千円） 

款 本年度予算額 前年度予算額 比  較 
構成比 

（％） 

１ 市 税 3,916,591 3,847,359 69,232 32.0 

２ 地 方 譲 与 税 169,760 177,396 △7,636 1.4 

３ 利 子 割 交 付 金 1,400 1,800 △400 0.0 

４ 配 当 割 交 付 金 20,100 11,600 8,500 0.2 

５ 株式等譲渡所得割交付金 13,200 17,000 △3,800 0.1 

６ 法 人 事 業 税 交 付 金 63,100 40,600 22,500 0.5 

７ 地 方 消 費 税 交 付 金 698,000 674,100 23,900 5.7 

８ ゴルフ場利用税交付金 5,800 5,900 △100 0.1 

９ 環 境 性 能 割 交 付 金 8,800 11,800 △3,000 0.1 

10 地 方 特 例 交 付 金 22,800 15,800 7,000 0.2 

11 地 方 交 付 税 2,971,164 3,040,540 △69,376 24.3 

12 交通安全対策特別交付金 2,200 3,200 △1,000 0.0 

13 分 担 金 及 び 負 担 金 40,569 39,360 1,209 0.3 

14 使 用 料 及 び 手 数 料 178,846 274,052 △95,206 1.5 

15 国 庫 支 出 金 1,749,716 2,092,548 △342,832 14.3 

16 県 支 出 金 791,552 870,440 △78,888 6.5 

17 財 産 収 入 22,945 24,361 △1,416 0.2 

18 寄 附 金 102 102 0 0.0 

19 繰 入 金 492,970 374,000 118,970 4.0 

20 繰 越 金 200,000 200,000 0 1.6 

21 諸 収 入 247,585 253,742 △6,157 2.0 

22 市 債 612,800 815,300 △202,500 5.0 

歳 入 合 計 12,230,000 12,791,000 △561,000 100.0 

 



- 10 - 

 

(2) 歳 出                            （単位：千円） 

款 本年度予算額 前年度予算額 比  較 
構成比 

（％） 

１ 議 会 費 149,979 163,048 △13,069 1.2 

２ 総 務 費 1,149,309 1,228,290 △78,981 9.4 

３ 民 生 費 4,501,472 4,585,456 △83,984 36.8 

４ 衛 生 費 997,167 1,187,855 △190,688 8.2 

５ 農 林 水 産 業 費 393,706 347,532 46,174 3.2 

６ 商 工 費 181,726 177,037 4,689 1.5 

７ 土 木 費 1,433,236 1,708,401 △275,165 11.7 

８ 消 防 費 844,148 767,619 76,529 6.9 

９ 教 育 費 1,077,875 1,133,065 △55,190 8.8 

10 災 害 復 旧 費 22,600 22,600 0 0.2 

11 公 債 費 1,448,782 1,440,097 8,685 11.9 

12 予 備 費 30,000 30,000 0 0.2 

歳 出 合 計 12,230,000 12,791,000 △561,000 100.0 

 

８ 令和５年度各会計別予算 

（単位：千円） 

会  計  別  本年度予算額 前年度予算額 比  較 
増減率 

（％） 

一 般 会 計 12,230,000 12,791,000 △561,000 △4.4 

特

別

会

計 

国 民 健 康 保 険 事 業 2,940,000 2,755,000 185,000 6.7 

後期高齢者医療事業 467,000 440,000 27,000 6.1 

介 護 保 険 事 業 2,788,500 2,794,500 △6,000 △0.2 

霊 園 事 業 20,000 15,700 4,300 27.4 

計 6,215,500 6,005,200 210,300 3.5 

合     計 18,445,500 18,796,200 △350,700 △1.9 

企
業
会
計 

水  道  事  業 1,051,530 1,113,969 △62,439 △5.6 

工 業 用 水 道 事 業 353,728 282,409 71,319 25.3 

計 1,405,258 1,396,378 8,880 0.6 

総     計 19,850,758 20,192,578 △341,820 △1.7 

 


